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１．はじめに

　個人と企業の活動内容がITとつながっていく

中、顧客のライフログの自動蓄積の進展等、生活

面ではあらゆるモノ・コトがデジタル情報化し、

ビジネス面では、生産から加工、流通、販売に至

る隅々までデジタルが適用されるデジタライゼー

ションの動きが加速的に進展している。

　金融分野では、いわゆるテクノロジー企業を中

心に新規参入が相次いでおり、デジタル化の波が

押し寄せている。データの蓄積・分析が、量・質

ともに飛躍的に増加する中、その利活用によりビ

ジネスが革新的に変わる可能性もある。

　例えば最近では、電子マネーや、手数料無料で

送金できるモバイル送金が、急激な普及をみせて

いる。また、電子モール市場の取引情報や、ビッ

グデータを活用した融資など、新たなサービスが

登場している。さらにビットコインにはじまった

ブロックチェーン技術の活用が、法定通貨のデジ

タル化に進展する動きもある。

　このような、金融サービスや金融機関を取り巻

く環境の大きな変化に対応していくため、近年、
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　デジタライゼーションの進展により、金融サービスや金融機関の在り方は変容を続けている。こうした変化に
対応すべく、金融庁では、金融機関とフィンテック企業との協働（オープン・イノベーション）や金融機関の持
つデータの利活用の促進、スマホを活用した金融サービス仲介業の創設等のための法整備を進めてきた。さらに、
今後、顧客データを活用した金融規制の精緻化のための実証実験を実施する。
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